
 

『Ｒ５年度予算編成の基本方針 経済財政諮問会議がまとめ』 
 

 経済財政諮問会議はこのほど、令和５年度予算編成の基本方針の案を取りまとめた。１０月２８日に閣

議決定された「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」は、「物価高・円安への対応」「構造

的な賃上げ」「成長のための投資と改革」を柱とし、財政支出は３９．０兆円、事業規模は７１．６兆円。▽

リスキリング支援も含む「人への投資」の抜本強化と成長分野への労働移動の円滑化を進める。スタート

アップやＧＸ、ＤＸへの大胆な投資を促進。▽危機的な少子化に対応すべく「子ども家庭庁」を創設し、

出産一時金の大幅増額をはじめ、こどもに関する必要な政策の充実を図る。▽年末に改定される新た

な「国家安全保障戦略」等に基づき、防衛力を５年以内に抜本的に強化す

る。▽ウィズコロナの下、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図ることに

加え、次の感染症危機に備えて司令塔機能の強化に取り組む。▽防災・減

災の更なる取り組みを推進するための次期国土強靭化計画の検討を進め

る。グリーン社会の実現とデジタル田園都市国家構想の実現とを併せて、地

方活性化に向けた基盤作りを推進する。▽経済の立て直しと財政健全化に

向け、政策の長期的方向性や予見可能性を高めるよう、単年度主義の弊害

を是正し、国家課題に計画的に取り組む。 

 

『設備投資、中堅・中小で回復 売上、４年ぶり増加―法人統計』 
 

 財務省誌「ファイナンス」１１月号は、「法人企業統計に見るコロナ禍の日本企業の姿」を特集。 

 ▽２０２１年度の法人企業統計調査によると、売上高は前年度比６．３％増となり、２０年度の落ち込み

分（８．１％）の過半を回復した。増収は４年ぶり。増加率は０４年以来の高さ。売上高を業種別にみると、

ほぼ全業種で前年度比増加。新型コロナによる感染症の影響が緩和されたことから需要の増加等の影

響があったと考えられる。製造業と非製造業に分けてみると、製造業の

方が強い結果となった。 

 製造業の中でも、自動車や船舶への需要増加や、販売価格改定の

恩恵を受ける鉄鋼などでは増加率が高い。非製造業も４年ぶりの増

加。▽経常利益は前年度比で３３．５％の増益。直近でピークをつけた

１８年度より約７０億円多く、過去最高を更新。電気など一部の業種では

エネルギー価格の上昇などにより減益となっているが、２０年度に経常

赤字化した運輸・郵便、飲食、生活関連等が黒字に転じた▽設備投資

は感染拡大前の１８年度の水準には戻っていないものの、２１年度は前

年度比９．２％増となった。特に増加率が高かったのは中堅・中小企業

で、ほぼ感染拡大前の水準まで回復している―などと指摘した。 
                            

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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